
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年11月12日

【四半期会計期間】 第65期第２四半期(自  平成24年７月１日  至  平成24年９月30日)

【会社名】 株式会社タダノ

【英訳名】 ＴＡＤＡＮＯ　ＬＴＤ.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　多田野　宏　一

【本店の所在の場所】 香川県高松市新田町甲34番地

【電話番号】 高松　(087)839―5555　（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員企画管理部部長　橋　倉　荘　六

【最寄りの連絡場所】 東京都墨田区亀沢２丁目４番12号

【電話番号】 東京　(03)3621―7777（代表）

【事務連絡者氏名】 営業管理部海外グループ

マネージャー　木　村　武　浩

【縦覧に供する場所】 株式会社タダノ東京事務所

　 (東京都墨田区亀沢２丁目４番12号)

　 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

株式会社タダノ(E01613)

四半期報告書

 1/26



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第64期
第２四半期
連結累計期間

第65期
第２四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自   平成23年４月１日
至   平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 50,415 62,462 114,209

経常利益 (百万円) 1,636 3,558 5,778

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,131 2,190 3,145

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,809 1,317 3,109

純資産額 (百万円) 77,007 78,924 78,518

総資産額 (百万円) 151,145 164,100 161,176

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 8.91 17.26 24.77

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.5 47.6 48.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,684 △439 13,612

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △297 △785 △868

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,177 391 △2,540

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 34,485 39,371 40,155

　

回次
第64期
第２四半期
連結会計期間

第65期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.89 12.31

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。なお、主要な関係会社の異動として、建設用クレーン等の販売を行っておりました当社の連結

子会社であったタダノ・ファウンGmbH(ファウンGmbH100%出資)は、平成24年５月11日付で当社の連結子会

社であるファウンGmbHに吸収合併され消滅いたしました。また、存続会社であるファウンGmbHは同日付でタ

ダノ・ファウンGmbHに商号変更しております。なお、合併の効力は平成24年１月１日に遡って発生しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。

　
(１) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復旧・復興需要に支えられ、底堅さはみられるもの

の、海外経済の減速・円高の継続・エコカー補助金による政策効果の一巡等を受けて、足踏み状態になっ

ております。米国経済は緩やかに回復しておりますが、欧州経済は債務危機継続により低迷し、中国等新

興国は成長の減速感が強まっております。

　
私どもの業界は、国内では復旧・復興にともなう稼働率の上昇が老朽化による買い替えを後押しし、海

外ではエネルギーや資源関連を中心に北米・アジア・豪州等で、需要は大幅に増加しました。

　
国内売上高は、建設用クレーン・車両搭載型クレーンの売上が揃って大幅に増加し、316億４千２百万

円（前年同期比121.0％）となり、海外売上高は、円高ながらも旺盛な需要を背景に大幅に増加し、308億

２千万円（前年同期比127.0％）となりました。この結果、総売上高は、624億６千２百万円（前年同期比

123.9％）となりました。なお、海外売上高比率は、49.3％となりました。

経常利益につきましては、米国子会社での不正行為にともなう貸倒引当金繰入２億７千７百万円や為

替差損３億７千１百万円を計上しましたが、販売価格の適正化や売上増加にともなう粗利増加もあり、35

億５千８百万円（前年同期比217.5％）となりました。四半期純利益につきましては、投資有価証券評価

損７千２百万円を計上し、21億９千万円（前年同期比193.6％）となりました。

　
さて、本年６月９日に公表しました当社連結子会社タダノ・アメリカCorp.の元副社長の不正行為によ

り、多額の損失を被ることとなり、株主・投資家の皆様をはじめ、関係各位に多大なご迷惑とご心配をお

かけしましたことを深くお詫び申し上げます。この事態を厳粛に受け止め、海外子会社の管理体制見直し

による牽制機能の強化・当社の海外子会社に対するモニタリング機能の強化等により、再発防止を図り、

信頼回復に全力で取り組んで参ります。

なお、最大損害額900万ドルのうち、2011年度迄に発生した313万ドルは既に費用化済みで、残りの587万

ドルを含め、第１四半期連結会計期間にて未収入金に計上すると共に、回収見込み額を勘案した上で、貸

倒引当金を計上しております。
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　セグメント別の業績は次のとおりであります。

①日本

日本では、高所作業車の売上は横ばいながら、建設用クレーン・車両搭載型クレーンの売上が揃っ

て増加し、売上高は524億４千５百万円（前年同期比122.0％）となり、営業損益は31億６千９百万円

の利益（前年同期比225.2％）となりました。

②欧州

欧州では、建設用クレーンの売上が欧州域内・域外共に増加し、売上高は123億３百万円（前年同

期比125.8％）となり、営業損益は３億１千万円の利益（前年同期７千２百万円の損失）となりまし

た。

③米州

米州では、建設用クレーンの大幅な売上増加により、売上高は103億７千９百万円（前年同期比

145.1％）となり、営業損益は７億９千６百万円の利益（前年同期比464.0％）となりました。

④その他

その他地域では、建設用クレーンの大幅な売上増加により、売上高は58億４千５百万円（前年同期

比140.9％）となり、営業損益は４億５百万円の利益（前年同期比97.5％）となりました。

　
　主要品目別の業績を示すと、次のとおりであります。

①建設用クレーン

国内売上につきましては、復旧・復興にともなう稼働率の上昇が老朽化による買い替えを後押し

し、需要が大幅に増加するなか、引続き販売価格の適正化に取り組み、116億３百万円（前年同期比

131.6％）となりました。

海外売上につきましては、円高継続による逆風のなか、北米・アジア・豪州等の需要回復を背景に

販売注力し、248億６百万円（前年同期比131.5％）となりました。

この結果、建設用クレーンの売上高は、364億９百万円（前年同期比131.5％）と大幅な増加となり

ました。

②車両搭載型クレーン

国内売上につきましては、復旧・復興需要やエコカー補助金等によるトラック需要の増加に加え、

トラックへの搭載率の上昇もあり、67億５千１百万円（前年同期比148.7％）となりました。

海外売上につきましては、７億５千７百万円（前年同期比116.4％）となりました。

この結果、車両搭載型クレーンの売上高は、75億９百万円（前年同期比144.7％）と大幅な増加と

なりました。

③高所作業車

需要回復が顕著なレンタル業界向けを中心に販売注力しましたが、電力電工向けの落ち込みもあ

り、高所作業車の売上高は、58億９百万円（前年同期比102.1％）と横ばいとなりました。

④その他

部品、修理、中古車等のその他の売上高は、127億３千３百万円（前年同期比107.4％）となりまし

た。

　
(２) 財政状態についての分析

（資産）

総資産は、前連結会計年度末に比べ29億２千４百万円増加の1,641億円となりました。主な要因は、受取

手形及び売掛金の減少17億２千２百万円や投資有価証券の減少11億３千６百万円があったものの、たな

卸資産が60億７千４百万円増加したことによるものです。

　
（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べ25億１千８百万円増加の851億７千６百万円となりました。主な要因

は、支払手形及び買掛金の増加12億８千８百万円や有利子負債の増加12億８千９百万円があったことに

よるものです。　

　
（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ４億５百万円増加の789億２千４百万円となりました。主な要因は、

その他有価証券評価差額金の減少６億８千４百万円や為替換算調整勘定の減少１億６千５百万円があっ

たものの、利益剰余金が13億２百万増加したことによるものです。
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(３) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会

計年度末に比べ７億８千４百万円減少の393億７千１百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によって使用された資金は、４億３千９百万円（前年同

期56億８千４百万円の獲得）となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益の計上34億５千４百

万円（前年同期17億１千４百万円）や売上債権の減少17億７千２百万円（前年同期29億３千２百万円）

に加え、仕入債務の増加11億１千９百万円（前年同期40億３千万円）があったものの、たな卸資産の増加

62億８千７百万円（前年同期34億８千万円）や法人税等の支払５億４千２百万円（前年同期３億３千３

百万円）があったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によって使用された資金は、７億８千５百万円（前年同

期２億９千７百万円）となりました。主な要因は、有形固定資産の取得７億８千８百万円（前年同期３億

７千４百万円）があったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によって得られた資金は、３億９千１百万円（前年同期

11億７千７百万円の使用）となりました。主な要因は、短期借入金の純増18億２千万円（前年同期２億８

千３百万円の減少）や長期借入による収入５億１千７百万円（前年同期―百万円）があったものの、長

期借入金の返済９億２千７百万円（前年同期４億１千万円）や配当金の支払９億１百万円（前年同期３

億８千９百万円）があったことによるものです。
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(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等は次のとおりであります。

　
① 基本方針の内容の概要

当社は、当社の経営方針であります企業価値の最大化に向けて事業活動を推進するに当たっては、当社

グループの事業活動に関する幅広いノウハウと豊富な経験、並びに国内外の顧客・取引先及び従業員等

の全てのステークホルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠であり、これらに関する十分な理

解があってこそ、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社グループの企業価値・株主

の皆様の共同の利益の最大化に向けた経営を行うことが可能であると考えております。

　従って、これらに関する十分な理解なしに当社の株式の大規模な買付行為等がなされる場合には、当社

の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならないものと考えております。

　また、大規模な買付行為等の中には、買収目的等からみて、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に

対し明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に事実上、株式売却を強要するおそれがあるもの、当社の取

締役会や株主の皆様が買付の条件・方法等について検討し、あるいは当社の取締役会が、代替案を提示す

るための十分な時間や情報を提供しないもの等、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向

上させることにならないものも存在する可能性があります。

　当社は、このような企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならない大規模な

買付行為等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えてお

ります。

 

② 基本方針の実現に資する取組みの概要

　当社グループは、平成23年度（11年度）を初年度とする『中期経営計画（11-13）』にて、以下の７つの

戦略（３+２+２）に取り組み、市場構造の変化に適応した企業、市場変動に耐え得る企業を目指します。

　　１）事業戦略((ⅰ)戦略市場の攻略、(ⅱ)環境対応製品の開発、(ⅲ)超大型LE製品の開発)

　　２）競争力強化((ⅰ)コスト競争力の強化、(ⅱ)品質とサービスの強化)

　　３）基盤強化((ⅰ)ものづくり力の強化、(ⅱ)組織と人財のグローバル化)

　また、コーポレート・ガバナンスにつきましては、経営の透明性・健全性・効率性を確保するための経

営の重要課題の一つとして位置付けております。

　当社では、執行役員制度を導入し、少数の取締役によって、グループ全体の視点に立った迅速な意思決定

を行い、取締役相互の監視と執行役員の業務執行の監督を行っております。

　監査役は、重要な会議に出席するとともに、代表取締役社長及び会計監査人と各々定期的に意見交換会

を開催しております。

　さらに、企業としての社会的責任を果たすため、ＣＳＲ委員会（委員長：代表取締役社長）を設置し、そ

の課題解決推進組織となる「リスク委員会」「コンプライアンス委員会」「環境委員会」「製品安全委

員会」「人財育成委員会」「安全衛生委員会」を通じ、経営の透明性と健全性を継続的に高め、業務リス

クの軽減と業務品質向上を図る取組みを行っております。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するた

めの取組みの概要

　当社取締役会は、大量の当社の株式の買付行為等が行われる場合に、不適切な買付行為等でないかどう

かを株主の皆様がご判断するために必要な情報や時間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために買

付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に反する

買付行為等を抑止する為の枠組み（以下「本対応方針」といいます。）が必要であるとの結論に至りま

した。

　当社株式の大規模買付行為等が行われる場合、大規模買付者に対して、当該大規模買付行為等に関する

必要な情報の事前の提供及びその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、当社株式の

大規模買付行為等に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に

対して大規模買付ルールの遵守を求めます。

　そして、(ⅰ)大規模買付者がこの大規模買付ルールを遵守しない場合、あるいは(ⅱ)遵守した場合でも、

大規模買付行為等が当社に回復し難い損害を与える等、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を著

しく損なうものであると明白に認められると判断される場合には、当社取締役会は、例外的に、当社の企

業価値・株主の皆様の共同の利益を守ることを目的として、必要かつ相当な対抗措置の発動を決議する

ことができるものとします。

　大規模買付行為等に対する対抗措置としては、新株予約権無償割当てその他法令又は当社の定款におい

て当社取締役会の権限として認められているものの中から、その時々の状況に応じて適切なものを選択

するものとします。

④ 上記の各取組みに関する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

a．基本方針の実現に資する取組み(上記②の取組み)について

　上記②に記載した諸施策は、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させるための具

体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものであります。

　従って、これらの各施策は、基本方針に沿うものであり、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を損

なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

b．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するた

めの取組み(上記③の取組み)について

（a）当該取組みが基本方針に沿うものであること 

　本対応方針は、上記③に記載のとおり、大規模買付行為等が行われた際に、当該大規模買付行為等が

不適切な買付行為等でないかどうかを株主の皆様及び当社取締役会が判断するために必要な情報及

びその内容の評価・検討等に必要な期間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために大規模買付

者と交渉を行うこと等を可能とすることで、企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させ

るための枠組みであり、基本方針に沿うものです。

（b）当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではないこと

　当社は、以下の理由により、本対応方針は当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、ま

た、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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１) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること
　本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益
の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（(ⅰ)企業価値・株主共同の利
益の確保・向上の原則、(ⅱ)事前開示・株主意思の原則、(ⅲ)必要性・相当性確保の原則）を充足し
ております。また、本対応方針は、企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の
変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他買収防衛策に関する議論等を踏まえた内容となってお
ります。
２) 株主意思を重視するものであること 
　本対応方針に関する株主の皆様のご意思を確認させていただくため、本対応方針の継続の可否につ
いて、平成23年6月24日開催の第63回定時株主総会において株主の皆様に議案としてお諮りし、株主
の皆様のご承認を得て、平成26年６月開催予定の定時株主総会の終結の時まで３年間有効期間を延
長しております。
　加えて、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において本対
応方針を変更又は廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で変更又は廃止さ
れることになり、株主の皆様の意向が反映されるものとなっております。
３) 独立性の高い社外者の判断を重視していること 
　当社は、本対応方針の導入に当たり、大規模買付ルールを遵守して一連の手続が進行されたか否か、
及び、大規模買付ルールが遵守された場合に当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し又
は向上させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取
締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性、公正性を担保するために、当社取締役会か
ら独立した組織として、独立委員会を設置し、その勧告を最大限尊重するものといたします。
　独立委員会は、社外取締役、社外監査役又は社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、
投資銀行業務に精通している者又は取締役、執行役若しくは監査役として経験のある社外者等をい
います。）の中から、当社取締役会が選任する３名以上の委員から構成されます。
　実際に大規模買付行為等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規則に従い、当該大規模買
付行為等が当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると明白に認められ
るか否かを検討し、当該大規模買付行為等に対して対抗措置を発動すべきか否かについて、取締役会
に勧告します。当社取締役会は、その勧告を最大限尊重して対抗措置を発動するか否かを決定しま
す。独立委員会の勧告の概要及び判断の理由等については適時に株主の皆様に公表いたします。
　このように、独立性の高い独立委員会により、当社取締役会が恣意的に対抗措置の発動を行うこと
のないよう厳しく監視することによって、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に資するよう
本対応方針の運用が行われる仕組みが確保されております。
４) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件を設定していること 
　本対応方針においては、大規模買付行為等に対する対抗措置は合理的かつ客観的な要件が充足され
なければ発動されないように設計されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための
仕組みが確保されております。 
５) 外部専門家の意見を取得すること
　大規模買付者による大規模買付行為等が行われた場合、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執
行を行う経営陣から独立した外部専門家の助言を得ることができます。これにより、独立委員会の勧
告を最大限尊重してなされる当社取締役会の判断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みと
なっております。
６) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと
　本対応方針は、有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会における本対応方針
を変更又は廃止する旨の決議により、いつでも変更又は廃止することができるものとされておりま
す。従って、本対応方針は、いわゆるデッドハンド型の買収防衛策（取締役の構成員の過半数を交代
させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の期差任期制
を採用していないため、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度
に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。な
お、取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をしておりま
せん。
　

(５) 研究開発活動
当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は19億３百万円であります。
　なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ
ん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 129,500,355129,500,355
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であります。

計 129,500,355129,500,355― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

― 129,500― 13,021― 16,913

　

　

(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 14,386 11.11

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 7,809 6.03

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 6,246 4.82

株式会社百十四銀行　 香川県高松市亀井町５番地の１ 6,171 4.77

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,215 4.03

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 4,167 3.22

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,367 2.60

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 3,217 2.48

タダノ取引先持株会 香川県高松市新田町甲34番地 3,033 2.34

多田野　弘 香川県高松市 2,705 2.09

計 ― 56,319 43.49

(注)  １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、す

べて当該各社の信託業務に係る株式であります。

２　日本生命保険相互会社の所有株式数には、特別勘定口８千株を含んでおります。

３　明治安田生命保険相互会社の所有株式数には、特別勘定口167千株を含んでおります。

４　第一生命保険株式会社の所有株式数には、特別勘定口９千株を含んでおります。

５　株式会社みずほ銀行及びその共同所有者である他２社から平成24年３月７日付けで関東財務局長に提出さ

れた大量保有報告書（変更報告書）により、平成24年２月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告

を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。

　　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 6,246 4.82

株式会社みずほコーポレート銀行
　

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 586 0.45

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 2,727 2.11

計 ― 9,560 7.38
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　2,564,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　　125,581,000

125,581 ―

単元未満株式
普通株式
 　　　 　1,355,355

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 129,500,355 ― ―

総株主の議決権 ― 125,581 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株及び当社所有の自己株式271株が含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社タダノ

香川県高松市新田町
甲34番地

2,564,000 ― 2,564,0001.98

計 ― 2,564,000 ― 2,564,0001.98

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 40,225 39,441

受取手形及び売掛金 ※2, ※3
 35,041

※2, ※3
 33,319

商品及び製品 17,912 20,450

仕掛品 9,253 11,706

原材料及び貯蔵品 7,039 8,123

繰延税金資産 1,905 2,446

短期貸付金 1,136 996

その他 2,010 3,087

貸倒引当金 △480 △949

流動資産合計 114,045 118,622

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,314 8,952

機械装置及び運搬具（純額） 2,617 2,456

土地 19,704 20,004

リース資産（純額） 385 385

建設仮勘定 475 618

その他（純額） 951 963

有形固定資産合計 33,449 33,381

無形固定資産 867 795

投資その他の資産

投資有価証券 6,234 5,097

繰延税金資産 4,089 3,742

その他 2,914 2,880

貸倒引当金 △423 △418

投資その他の資産合計 12,813 11,301

固定資産合計 47,130 45,478

資産合計 161,176 164,100
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 28,331

※3
 29,619

短期借入金 7,568 8,886

リース債務 204 220

未払法人税等 805 1,379

引当金 960 1,079

未払金 2,843 2,498

割賦利益繰延 353 255

その他 3,412 3,124

流動負債合計 44,480 47,063

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 9,883 9,858

リース債務 445 425

繰延税金負債 164 162

再評価に係る繰延税金負債 2,455 2,455

退職給付引当金 4,704 4,676

その他 525 533

固定負債合計 38,177 38,112

負債合計 82,657 85,176

純資産の部

株主資本

資本金 13,021 13,021

資本剰余金 16,846 16,846

利益剰余金 55,454 56,756

自己株式 △2,228 △2,238

株主資本合計 83,094 84,386

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,016 332

土地再評価差額金 294 294

為替換算調整勘定 △6,701 △6,866

その他の包括利益累計額合計 △5,389 △6,239

少数株主持分 813 777

純資産合計 78,518 78,924

負債純資産合計 161,176 164,100
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 50,415 62,462

売上原価 39,096 47,635

割賦販売利益繰延前売上総利益 11,319 14,826

割賦販売未実現利益戻入額 178 138

割賦販売未実現利益繰入額 17 40

売上総利益 11,480 14,924

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,173 1,431

広告宣伝費 100 84

製品保証引当金繰入額 248 400

人件費 3,494 3,923

退職給付費用 283 243

旅費及び交通費 326 370

減価償却費 337 340

研究開発費 1,620 1,903

その他 1,700 1,970

販売費及び一般管理費合計 9,286 10,667

営業利益 2,193 4,257

営業外収益

受取利息 39 44

割賦販売受取利息 82 36

受取配当金 67 64

負ののれん償却額 1 －

違約金収入 － 81

その他 98 87

営業外収益合計 289 313

営業外費用

支払利息 338 280

貸倒引当金繰入額 － ※1
 277

為替差損 443 371

その他 64 83

営業外費用合計 846 1,013

経常利益 1,636 3,558

特別利益

固定資産売却益 85 0

投資有価証券売却益 － 0

特別利益合計 85 0
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

特別損失

固定資産除売却損 6 28

投資有価証券評価損 － 72

会員権評価損 － 3

特別損失合計 6 104

税金等調整前四半期純利益 1,714 3,454

法人税、住民税及び事業税 414 1,121

法人税等調整額 141 166

法人税等合計 555 1,287

少数株主損益調整前四半期純利益 1,159 2,166

少数株主利益又は少数株主損失（△） 27 △23

四半期純利益 1,131 2,190
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,159 2,166

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △83 △684

為替換算調整勘定 733 △164

その他の包括利益合計 649 △849

四半期包括利益 1,809 1,317

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,772 1,340

少数株主に係る四半期包括利益 36 △22
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,714 3,454

減価償却費 1,160 1,042

負ののれん償却額 △1 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △234 466

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 △19

割賦利益繰延の増減額（△は減少） △161 △98

受取利息及び受取配当金 △107 △108

割賦販売受取利息 △82 △36

支払利息 338 280

為替差損益（△は益） 137 74

投資有価証券評価損益（△は益） － 72

固定資産除売却損益（△は益） △78 28

売上債権の増減額（△は増加） 2,932 1,772

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,480 △6,287

仕入債務の増減額（△は減少） 4,030 1,119

その他 13 △1,521

小計 6,183 240

利息及び配当金の受取額 107 108

割賦販売受取利息の受取額 68 30

利息の支払額 △342 △276

法人税等の支払額 △333 △542

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,684 △439

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △374 △788

有形固定資産の売却による収入 118 4

投資有価証券の売却による収入 － 13

その他 △41 △15

投資活動によるキャッシュ・フロー △297 △785

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △283 1,820

長期借入れによる収入 － 517

長期借入金の返済による支出 △410 △927

自己株式の取得による支出 △6 △10

自己株式の処分による収入 0 0

配当金の支払額 △381 △888

少数株主への配当金の支払額 △8 △13

その他 △88 △106

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,177 391

現金及び現金同等物に係る換算差額 △93 50

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,117 △784

現金及び現金同等物の期首残高 30,367 40,155

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 34,485

※1
 39,371
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

(連結の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であったタダノ・ファウンGmbH(ファウンGmbH100％出資)は、

平成24年５月11日付で当社の連結子会社であるファウンGmbHに吸収合併され消滅したため、連結の範囲から除外

しております。また、存続会社であるファウンGmbHは同日付でタダノ・ファウンGmbHに商号変更しております。な

お、合併の効力は平成24年１月１日に遡って発生しております。

　

【会計方針の変更等】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる、従来の方法に比べた当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１  保証債務

　　　当社顧客の提携リース会社等からのファイナンスに対する保証

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

　

㈱喜多重機興業 386百万円　 ㈱喜多重機興業 334百万円　

㈱小川建機 283　〃 　 ㈱オートレント 252　〃　

㈱吉村 274　〃 　 ㈱小川建機 251　〃　

その他254社 4,833　〃　 その他242社 4,549　〃　

　合計 5,778百万円　 　合計 5,387百万円　

　

※２　受取手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 1,423百万円 796百万円

　
※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 1,109百万円 1,574百万円

支払手形 992　〃 927　〃

　

　(四半期連結損益計算書関係)

※１　貸倒引当金繰入額

前第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

当社子会社(タダノ・アメリカCorp.)の元副社長の不正行為に係る回収不能見込額であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金 34,495百万円 39,441百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10  〃 △70  〃

現金及び現金同等物 34,485百万円 39,371百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 381 3.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 888 7.00平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月26日
取締役会

普通株式 634 5.00平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注)1

合計
 

調整額
（注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)3日本 欧州 米州 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 33,1036,1557,05946,3184,09750,415 － 50,415

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

9,8993,625 93 13,618 49 13,668△13,668 －

計 43,0029,7807,15359,9364,14764,084△13,66850,415

セグメント利益又は損失
（△）

1,407△72 171 1,506 415 1,922 271 2,193

(注)1　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

    2　セグメント利益又は損失の調整額には、主なものとして、セグメント間未実現利益調整額271百万円が含まれてお

ります。

    3　セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　 該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(のれんの金額の重要な変動)

 　該当事項はありません。

　　　　　　　　

(重要な負ののれん発生益)

　 該当事項はありません。
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Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注)1

合計
 

調整額
（注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)3日本 欧州 米州 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 38,7457,79710,22256,7655,69762,462 － 62,462

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

13,6994,505 15618,36214818,510△18,510 －

計 52,44512,30310,37975,1285,84580,973△18,51062,462

セグメント利益 3,169 310 796 4,276 405 4,681△424 4,257

(注)1　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

    2　セグメント利益の調整額には、主なものとして、セグメント間未実現利益調整額△424百万円が含まれておりま

す。

    3　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　 該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(のれんの金額の重要な変動)

 　該当事項はありません。

　　　　　　

(重要な負ののれん発生益)

　 該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却方法に変更したため、報告セグメントの減価償却方法を改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。

　これによる、従来の方法に比べた当第２四半期連結累計期間の「日本」のセグメント利益に与える影

響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ８円91銭 17円26銭

    (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,131 2,190

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,131 2,190

    普通株式の期中平均株式数(千株) 126,998 126,945

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

第65期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当については、平成24年10月26日開催の

取締役会において、平成24年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。

①　配当金の総額                               　 634百万円

②　１株当たりの金額       　                  　　５円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成24年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月９日

株式会社タダノ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    合    弘    泰    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    久    保    誉    一    印

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　越　　智　　慶　　太　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社タダノの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成
24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月
30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タダノ及び連結子会社の平成24年９
月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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